
構成比 構成比
％   ％     

 流   動   資   産   100,495 33.7   133,385 44.2 △ 32,890   132,815

現 金 及 び 預 金   2,306   1,940   366   4,400
受 取 手 形   2,914   1,825   1,089   3,377
売 掛 金   67,267   78,545 △ 11,278   72,737
有 価 証 券 －   24,909 △ 24,909   24,738
製 品   13,871   13,066   805   14,042
原 材 料   4,196   3,667   529   3,550
仕 掛 品   5,076   4,933   143   5,634
貯 蔵 品   973   967   6   1,013
前 払 費 用   639   416   223   1,076
繰 延 税 金 資 産 1,002 991   11 706
短 期 貸 付 金   722   707   15   701
未 収 入 金   1,655   2,257 △ 602   1,472
そ の 他 の 流動 資産   184   103   81   156
貸 倒 引 当 金 △ 315 △ 947   632 △ 791

      
 固   定   資   産   197,326 66.3   168,216 55.8   29,110   162,758
有 形 固 定 資 産   85,947   87,964 △ 2,017   91,911

建 物   22,959   22,938   21   23,523
構 築 物   2,562   2,650 △ 88   2,751
機 械 装 置   38,885   39,797 △ 912   40,389
車 両 運 搬 具   517   523 △ 6   562
工 具 器 具 備 品   6,612   6,982 △ 370   7,666
土 地   9,760   9,760   －   10,377
建 設 仮 勘 定   4,651   5,311 △ 660   6,639

        
無 形 固 定 資 産   4,386   4,410 △ 24   4,021

施 設 利 用 権   95   103 △ 8   111
諸 権 利   24   26 △ 2   22
ソ フ ト ウ エ ア 4,265 4,280 △ 15 3,887

        
投     資     等   106,992   75,841   31,151   66,826

投 資 有 価 証 券   70,983   3,629   67,354   3,937
子 会 社 株 式   27,376   60,974 △ 33,598   60,887
出 資 金   9   9   －   9
子 会 社 出 資 金   267   267   －   267
長 期 貸 付 金   1,298   1,518 △ 220   1,518
長 期 前 払 費 用   894   889   5   839
繰 延 税 金 資 産 4,141 11,728 △ 7,587 2,476
そ の 他 の 投 資   2,542   2,845 △ 303   2,911
投 資 等 評 価引 当金 － △ 5,846   5,846 △ 5,846
貸 倒 引 当 金 △ 521 △ 175 △ 346 △ 175

        
  297,822 100.0   301,601 100.0 △ 3,779   295,574  資    産    合    計   

（単位：百万円）

金  額 （△印  減）
（資  産  の  部）

平成11年9月30日
前年中間期

金  額

増   減

比 較 貸 借 対 照 表

金  額

前      期
平成１２年３月３１日

当  中  間  期
平成１２年９月３０日

   期   別
   科   目
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構成比 構成比
％   ％     

 流   動   負   債   106,975 35.9   116,396 38.6 △ 9,421   118,344

支 払 手 形   14,140   15,422 △ 1,282   16,360
買 掛 金   28,618   26,239   2,379   25,912
コマーシャルペーパー －   8,000 △ 8,000   8,000
短 期 借 入 金   42,771   45,775 △ 3,004   45,950
未 払 金   2,129   2,608 △ 479   3,030
未 払 法 人 税 等   2,176   1,277   899   2,478
未 払 費 用   7,317   7,226   91   7,335
預 り 金   6,373   6,363   10   5,670
賞 与 引 当 金   3,147   3,190 △ 43   3,238
そ の 他 の 流 動 負 債   300   292   8   369

      
 固   定   負   債   67,559 22.7   74,654 24.7 △ 7,095   52,280
社 債   30,000   30,000   －   30,000
長 期 借 入 金   11,600   13,942 △ 2,342   14,432
退 職 給 与 引 当 金   －   7,090 △ 7,090   7,355
退 職 給 付 引 当 金 25,189 －   25,189 －
役員退職慰労引当金 314 －   314 －
長 期 未 払 金 － 23,168 △ 23,168 －
そ の 他 の 固 定 負 債   454   453   1   491

  174,535 58.6   191,050 63.3 △ 16,515   170,625

 資      本      金   38,909 13.1   38,909 12.9   －   38,909
資 本 金   38,909   38,909   －   38,909

        
 法  定  準  備  金   40,545 13.6   40,443 13.4   102   40,340
資 本 準 備 金   31,892   31,892   －   31,892
利 益 準 備 金   8,653   8,550   103   8,447

 剰      余      金   16,903 5.7   31,198 10.4 △ 14,295   45,699

配 当 引 当 積 立 金   700   700   －   700
固定資産圧縮積立金   1,569   1,278   291   1,278
特 別 償 却 準 備 金   200   183   17   183
海外投資等損失準備金   4   6 △ 2   6
別 途 積 立 金   24,900   34,900 △ 10,000   34,900
中間(当期)未処分利益  △ 10,470 △ 5,869 △ 4,601   8,631
[うち中間(当期)利益] [△ 13,164 ] [△ 11,237 ] [△ 1,927 ] [ 2,132 ]

 評  価  差  額  金 26,928 9.0 － － 26,928 －
その他有価証券評価差額金 26,928 － 26,928 －

  123,287 41.4   110,550 36.7   12,737   124,949

  297,822 100.0   301,601 100.0 △ 3,779   295,574

（単位：百万円）

金  額 （△印  減）
（負  債  の  部）

平成11年9月30日
前年中間期

金  額

増   減前      期
平成１２年３月３１日

  資    本    合    計   

負 債 及 び 資 本 合 計

当  中  間  期
平成１２年９月３０日
金  額

（資  本  の  部）

  負    債    合    計   

   期   別
   科   目
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       (単位:百万円)
    当  中  間  期     前 年 中 間 期       前     期

期    別
科   目

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 金  額 百分比

(経常損益の部) ％ ％ ％ 

108,041 100.0 115,105 100.0 △   7,064 227,346 100.0
76,437 70.7 82,711 71.9 △   6,274 167,050 73.5
24,641 22.8 25,710 22.3 △   1,069 51,383 22.6

6,962 6.5 6,683 5.8 279 8,913 3.9

1,009 0.9 1,251 1.1 △     242 2,408 1.1
32 48 △      16 79
521 463 58 843
455 739 △     284 1,485

2,159 2.0 3,842 3.3 △   1,683 6,595 2.9
867 927 △      60 1,841
1,292 2,915 △   1,623 4,753

5,811 5.4 4,092 3.6 1,719 4,726 2.1

(特別損益の部)

9,026 8.4 137 0.1 8,889 961 0.4
― 137 △     137 961
474 ― 474 ―
8,552 ― 8,552 ―

37,384 34.6 491 0.4 36,893 24,796 10.9
324 491 △     167 1,423
161 ― 161 ―
27,979 ― 27,979 ―
― ― ― 205
440 ― 440 ―
8,478 ― 8,478 ―
― ― ― 23,168

△  22,546 △20.8 3,738 3.3 △  26,284 △  19,108 △8.4
2,225 2.1 2,198 1.9 27 2,258 1.0

△  11,607 △10.7 △     592 △0.5 △  11,015 △  10,129 △4.5

△  13,164 △12.2 2,132 1.9 △  15,296 △  11,237 △4.9
2,693 2,683 2,683
― 2,770 2,770

― ― 1,027
― ― 102

△  10,470 8,631 △  5,869

雑 損 失

退 職 給 付 費 用

利 益 準 備 金 積 立 額

関 係 会 社 株 式 評 価 損

退 職 給 付 信 託 設 定 益

適格退職年金過去勤務費用

税引前中間(当期)利益

営 業 損 益 の 部

営業外損益の部

営 業 利 益

売 上 高

販売費及び一般管理費
売 上 原 価

受 取 利 息

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

中 間 ( 当 期 ) 利 益
前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

過 年 度 税 効 果 調 整 額
税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う

法 人 税 等 調 整 額

法人税、住民税及び事業税

受 取 配 当 金

 自平成11年4月 1日
 至平成12年3月31日

固 定 資 産 廃 棄 売 却 損
特 別 損 失

経 常 利 益

営 業 外 収 益

固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息

1,046税 務 上 の 諸 準 備 金 等 取 崩 額 ― 1,046

比 較 損 益 計 算 書

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

 自平成12年4月 1日
 至平成12年9月30日

 自平成11年4月 1日
 至平成11年9月30日

関 係 会 社 整 理 損

雑 収 入

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

増  減
(△印 減)
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中 間 貸 借 対 照 表 注 記 事 項

（単位：百万円）

１． 有形固定資産の減価償却累計額 256,170 253,917 253,156

２． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 － 588 511

  （役員退職慰労引当金は前期及び前年中間期

    は、退職給与引当金に含めて計上している。）

３． 53,215 48,278 45,542

  （うち経営指導念書等によるもの） （ 9,583 ）（ 11,648 ）（ 13,207 ）

４． 0 0 0

  （自己株式は前期及び前年中間期は有価証券 （ 3,745株 ）（ 3,494株 ）（ 2,216株 ）
    に、当中間期はその他の流動資産に含めて
    計上している。）

保 証 債 務

自 己 株 式

前 年 中 間 期

平成11年9月30日

当 中 間 期 前 期
項 目

平成12年9月30日 平成12年3月31日
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中間財務諸表作成の基本となる事項

１.たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品､原材料､仕掛品及び貯蔵品の評価基準及び評価方法は､移動平均法による原価法である｡

2.有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの       当中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの   移動平均法による原価法

(3) デリバティブ   時価法

3.固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

建物 及び尾道工場 定額法

上記以外 定率法

(2) 無形固定資産

定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法を採用している。

4.引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上している。

(2) 賞与引当金

平成 12年冬期従業員賞与の支給に備えるため、当中間期に負担すべき支給見込額を計上している。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期末において発生していると認められる額を計上している。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当中間期末要支給額を計上している。

5.その他中間財務諸表作成のための基本となる事項

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は､税抜方式によっている｡

(2) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、当中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。

(3) ﾘｰｽ取引の処理方法

ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引については､通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている｡
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6.追加情報

(1) 退職給付会計

当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成 10年 6月 16日））を適用している。

また、退職給与引当金及び適格退職年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金

に含めて表示している。

(2) 金融商品会計

当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成 11年 1月 22 日））を適用している。また、期首時点で保有する有価証券の保有目

的を検討し、すべて投資有価証券として表示している。その結果、流動資産の有価証券は 24,908百

万円減少し、投資有価証券は 24,908百万円増加している。

(3) 外貨建取引等会計基準

当中間期から改訂後の外貨建取引等会計基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見

書」（企業会計審議会 平成 11年 10月 22日））を適用している。
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(ﾘｰｽ情報)
  (単位:百万円)

項         目

1. ﾘｰｽ物件の所有権が 1.  ﾘｰｽ物件の取得価額相当額､ 1.  ﾘｰｽ物件の取得価額相当額､ 1.  ﾘｰｽ物件の取得価額相当額､
  借主に移転すると認 減価償却累計額相当額及び 減価償却累計額相当額及び 減価償却累計額相当額及び
  められるもの以外の 中間期末残高相当額 期末残高相当額 中間期末残高相当額
  ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引

取得価額減価償却 中間期末 取得価額減価償却 期  末 取得価額減価償却 中間期末
累計額 残  高 累計額 残  高 累計額 残  高

相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額
工具器 工具器 工具器
具備品 具備品 具備品

車両 車両 車両

運搬具 114 67 46 運搬具 123 78 45 運搬具 170 118 52
合  計 4,498 2,525 1,972 合  計 4,847 2,732 2,115 合  計 4,575 2,459 2,116

(注)取得価額相当額は､未経 (注)取得価額相当額は､未経 (注)取得価額相当額は､未経
 過ﾘｰｽ料中間期末残高が有形  過ﾘｰｽ料期末残高が有形固定  過ﾘｰｽ料中間期末残高が有形
 固定資産の中間期末残高等  資産の期末残高等に占める  固定資産の中間期末残高等
 に占める割合が低いため､  割合が低いため､支払利子  に占める割合が低いため､
 支払利子込み法により算定  込み法により算定している｡  支払利子込み法により算定
 している｡  している｡

2. 未経過ﾘｰｽ料中間期末残高 2. 未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額 2. 未経過ﾘｰｽ料中間期末残高
相当額 相当額

1年内 915 1年内 1,001 1年内 953
1年超 1,057 1年超 1,113 1年超 1,162
合 計 1,972 合 計 2,115 合 計 2,116

(注)未経過ﾘｰｽ料中間期末残 (注)未経過ﾘｰｽ料期末残高相 (注)未経過ﾘｰｽ料中間期末残
 高相当額は､未経過ﾘｰｽ料中  当額は､未経過ﾘｰｽ料期末残  高相当額は､未経過ﾘｰｽ料中
 間期末残高が有形固定資産  高が有形固定資産の期末残  間期末残高が有形固定資産
 の中間期末残高等に占める  高等に占める割合が低いた  の中間期末残高等に占める
 割合が低いため､支払利子  め､支払利子込み法により算  割合が低いため､支払利子
 込み法により算定している｡  定している｡  込み法により算定している｡

3. 当中間会計期間の支払ﾘｰｽ料 3. 当会計期間の支払ﾘｰｽ料及び 3. 当中間会計期間の支払ﾘｰｽ料
及び減価償却費相当額 減価償却費相当額 及び減価償却費相当額

支払ﾘｰｽ料 509 支払ﾘｰｽ料 1,084 支払ﾘｰｽ料 522
減価償却費相当額 509 減価償却費相当額 1,084 減価償却費相当額 522

4. 減価償却費相当額の算定方法 4. 減価償却費相当額の算定方法 4. 減価償却費相当額の算定方法
  ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､   ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､   ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､
残存価額を零とする定額法 残存価額を零とする定額法 残存価額を零とする定額法
によっている｡ によっている｡ によっている｡

2. ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ･ﾘｰｽ取引 1. 未経過ﾘｰｽ料 1. 未経過ﾘｰｽ料 1. 未経過ﾘｰｽ料

1年内 6 1年内 104 1年内 134
1年超 2 1年超 52 1年超 85
合 計 9 合 計 156 合 計 219

前 年 中 間 期
自平成11年4月1日
至平成11年9月30日

4,404 2,340 2,063

当 中 間 期

4,384 1,9262,457

自平成12年4月1日
至平成12年9月30日

前   期
自平成11年4月1日
至平成12年3月31日

4,724 2,654 2,069

-8-



(単位:百万円)

当  中  間  期 前 年 中 間 期
自平成12年４月１日 自平成11年４月１日 自平成11年４月１日

 部  門 至平成12年９月30日 至平成11年９月30日 金     額 百 分 比 至平成12年３月31日

％

74,690 78,887 △ 4,197 △ 5.3 155,714

工 業 品 24,417 26,381 △ 1,964 △ 7.4 51,904

航空部品 8,933 9,836 △ 903 △ 9.2 19,728

小    計 33,350 36,218 △ 2,868 △ 7.9 71,632

108,041 115,105 △ 7,064 △ 6.1 227,346

21,542 26,137 △ 4,595 △ 17.6 50,567

（注）ＭＢ････マルチプル･ビジネス（多角化し､拡大する事業）の略

部 門 別 売 上 高 明 細 表

          期  別 増 減 （△印は減）
前       期

タ  イ  ヤ

Ｍ
 
Ｂ

合      計

内  輸  出
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当中間期（平成12年9月30日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当なし

（単位：百万円）

前期（平成12年3月31日） 前年中間期（平成11年9月30日）
貸借対照表 貸借対照表
価       額 価       額

（１）流動資産に属するもの
株              式

債              券
そ      の     他
小              計

（２）固定資産に属するもの
株              式
債              券
そ      の     他
小              計
合              計

(注) 1.時価の算定方法
： 主に東京証券取引所の最終価格
： 日本証券業協会が公表する最終売買価格等 

     
     2.流動資産の株式には､自己株式を含めて表示している。
       なお、[   ]内は、自己株式に係るもので内数である｡
     
     3.開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表価額

       固定資産 前          期 前年中間期
               非上場株式(店頭売買株式を除く)   63,603百万円    63,825百万円

               非上場外国債券     1,000百万円      1,000百万円

       [   0]       [   0]

       [   0]

       [   0]

－ － － －
－

55,27380,01124,909 80,671 24,73855,761

       [   0]

       [   0]

－ － － －
－ － －

－ － －
－ － －

－ －

55,273

－－
－

－
－

80,011
－ －

－

－
24,909

－

80,671 55,761 24,738

－
－
－

55,273

－

80,671 55,761 24,738 80,011

－

－

上 場 有 価 証 券
店頭売買有価証券

24,909

有  価  証  券

時     価 評価損益 時     価 評価損益
種        類

有 価 証 券 の 時 価 等
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ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引の契約額等､時価及び評価損益

(1)通貨関連
     (単位:百万円)

区

分 種  類     契 約 額 等     契 約 額 等

うち1年超 うち1年超

為替予約取引

売建
 米ﾄﾞﾙ 68 ― 68 0 
 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ･ﾄﾞﾙ 61 ― 61 0 70 ― 68 1 

合     計 129 ― 129 0 70 ― 68 1 

(注)1.時価の算定方法
      先物為替相場による｡
    2.外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより､決済時における円貨額が
      確定している外貨建金銭債権債務等で､貸借対照表において当該円貨額で表示されているも
      のについては､開示の対象から除外している｡

(2)金利関連
     (単位:百万円)

区

分 種  類     契 約 額 等     契 約 額 等
うち1年超 うち1年超

市 金利ｽﾜｯﾌﾟ取引
場
取  受取固定･支払変動 2,000 2,000 72 72 2,000 2,000 95 95 
引  受取変動･支払固定 4,144 4,144 △78 △78 3,144 3,144 △92 △92 
以
外 金利ｷｬｯﾌﾟ取引
の
取  売建 2,144 2,144 3 3 2,144 2,144 △5 △5 
引

合     計 ― ― △2 △2 ― ― △2 △2 

(注)時価の算定方法
    主たる金融機関から提示された価格による｡

市
場
取
引
以
外
の
取
引

前 期 ( 平 成 12 年 3 月 31 日 現 在 ) 前年中間期(平成11年9月30日現在)

前年中間期(平成11年9月30日現在)前 期 ( 平 成 12 年 3 月 31 日 現 在 )

時 価 評価損益 評価損益時 価

時 価 評価損益 評価損益時 価

-11-


